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1. 2022年12月期の連結業績（2022年1月1日～2022年12月31日）

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 11,004 11.9 526 △48.9 465 △54.5 286 △46.8

2021年12月期 9,835 12.1 1,030 △30.0 1,021 △29.9 538 △46.9

（注）包括利益 2022年12月期　　271百万円 （△51.4％） 2021年12月期　　558百万円 （△45.6％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
自己資本

当期純利益率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年12月期 1.25 ― 2.5 3.4 4.8

2021年12月期 2.36 ― 4.8 7.6 10.5

（参考） 持分法投資損益 2022年12月期 △60百万円 2021年12月期 △24百万円

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期 13,703 11,422 82.7 49.59

2021年12月期 13,743 11,425 82.5 49.59

（参考） 自己資本 2022年12月期 11,337百万円 2021年12月期 11,336百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況
営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円

2022年12月期 987 △984 △301 6,113

2021年12月期 1,678 △1,804 △532 6,410

2. 配当の状況

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産
配当率
（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年12月期 ― 0.47 ― 0.96 1.43 326 60.7 2.9

2022年12月期 ― 0.36 ― 0.36 0.72 164 57.5 1.4

2023年12月期(予想) ― 0.23 ― 0.23 0.46 71.5

3. 2023年12月期の連結業績予想（2023年 1月 1日～2023年12月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
1株当たり

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,964 12.9 39 △91.2 5 △98.8 12 △95.3 0.06

通期 12,932 17.5 300 △43.0 216 △53.4 146 △48.9 0.64



※ 注記事項

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）　：　無

新規 ― 社 （社名） 、 除外 ― 社 （社名）

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 　：　有

② ①以外の会計方針の変更 　：　無

③ 会計上の見積りの変更 　：　無

④ 修正再表示 　：　無

(3) 発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期 259,431,200 株 2021年12月期 259,431,200 株

② 期末自己株式数 2022年12月期 30,805,599 株 2021年12月期 30,845,063 株

③ 期中平均株式数 2022年12月期 228,612,951 株 2021年12月期 228,580,755 株

（参考）個別業績の概要

2022年12月期の個別業績（2022年1月1日～2022年12月31日）

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 11,060 12.5 537 △47.8 537 △48.2 318 △51.0

2021年12月期 9,835 12.1 1,028 △30.0 1,036 △28.0 649 △36.2

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後

1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

2022年12月期 1.39 ―

2021年12月期 2.84 ―

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

(2) 個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年12月期 13,784 11,504 83.5 50.32

2021年12月期 13,777 11,461 83.2 50.14

（参考） 自己資本 2022年12月期 11,504百万円 2021年12月期 11,461百万円

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

（将来に関する記述等についてのご注意）

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいていおり、実
際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件等については、決算短信（添付資料）３ページ「１.経営成績等の概
況(次期の見通し)」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

(1) 経営成績に関する分析

① 当連結会計年度の経営成績

当連結会計年度（2022年１月１日～12月31日）における我が国の経済は、原材料費の高騰及び世界的な物価上

昇、海外景気減速懸念の影響により、企業を取り巻く環境の先行き不透明感は完全に払拭されず、総じて慎重な姿

勢が続く動きとなりました。

当社グループが主に事業を展開する国内の2021年のBtoB（企業間電子商取引）-EC市場規模は、前年比11.3％増の

372.7兆円、小売・その他サービス業を除いた商取引に対する電子商取引の割合であるEC化率は前年比2.1ポイント

増の35.6％となりました（経済産業省「令和３年度電子商取引に関する市場調査報告書」）。

このような環境下にあって、当社グループは当連結会計年度におきまして、経営方針である、「成長に向けた積

極投資」及び「収益源多角化の加速」に取り組みました。

「BtoB-PF FOOD事業」の「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプラットフォーム 規格書」及び、「BtoB-PF 

ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」等の利用拡大により、当連結会計年度末（2022年12月末）の「BtoBプ

ラットフォーム」全体の企業数（海外を除く）は、前連結会計年度末比145,990社増の825,674社、全体の事業所数

（海外を除く）は、前連結会計年度末比216,907事業所増の1,526,384事業所となりました（注１）。

当連結会計年度の売上高は、「BtoB-PF FOOD 事業」の「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプラットフォ

ーム 規格書」における管理システム・クラウド化を求めるフード業界の買い手企業の新規稼働数の増加によるシス

テム使用料の増加及び「BtoB-PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」における企業のデジタル化推進によ

るシステム使用料の増加で、11,004百万円と前年度比1,169百万円(11.9％)の増加となりました。利益面は、売上原

価における利用拡大に応じたサーバー体制の増強及びDR（Disaster Recovery/災害復旧）対策の実施によるデータ

センター費の増加、販売費及び一般管理費における「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプラットフォーム 

請求書」における稼働業務の外注化による支払手数料の増加及び、マーケティング施策の積極的な実施による販売

促進費の増加で、営業利益は526百万円と前年度比504百万円(48.9％)の減少、経常利益は465百万円と前年度比556

百万円(54.5％)の減少、親会社株主に帰属する当期純利益は、286百万円と前年度比252百万円(46.8％)の減少とな

りました。

（注１）「BtoBプラットフォーム」全体の企業数とは、「BtoBプラットフォーム」に登録された有料及び無料で利

用する企業数のうち重複企業を除いた企業数であり、全体の事業所数とは、本社・支店・営業所・店舗の

合計数であります。

セグメント別の業績は次のとおりであります。

(ⅰ) BtoB-PF FOOD事業

「BtoBプラットフォーム 受発注」は、管理システム・クラウド化を求めるフード業界の買い手企業（外食チェー

ン、ホテル、給食、テイクアウト・デリバリー等）とその店舗の新規契約数が増加し、システム使用料売上が増加

しました。また、新型コロナウイルス感染症に関する規制が解除されたことにより、食材等の流通金額が増加し、

売り手企業の従量制（食材取引高に応じて課金）のシステム使用料売上が前年実績を上回りました。その結果、当

連結会計年度末の買い手企業数は3,680社（前連結会計年度末比241社増）、売り手企業数は42,028社（同1,908社

増）となりました(注２）。

また、「BtoBプラットフォーム 規格書」は、食の安心・安全、アレルギー対応の意識の高まりから、各機能の利

用企業数が増加いたしました。当連結会計年度末の買い手機能は944社（前連結会計年度末比52社増）、卸機能は

716社（同７社増）、メーカー機能は8,764社（同165社増）となりました（注２）。

当連結会計年度の「BtoB-PF FOOD事業」の売上高は7,726百万円と前年度比726百万円(10.4％)の増加、営業利益

は2,180百万円と前年度比16百万円(0.8％)の増加となりました。

(ⅱ) BtoB-PF ES事業

「BtoBプラットフォーム 請求書」は、企業のデジタル化推進により、フード業界のみならず幅広い業界で大手案

件を中心に受取側・発行側の新規有料契約企業数が増加したことに加え、請求書電子データ化の推進によりログイ

ン社数が増加し、システム使用料売上が増加いたしました。その結果、当連結会計年度末の「BtoBプラットフォー

ム 請求書」の企業数は816,777社（前連結会計年度末比146,249社増）（注２）、その内数である受取側契約企業数

は5,282社（同1,090社増）、発行側契約企業数は3,333社（同997社増）、合計で8,615社（同2,087社増）となりま

した（注２）。また、「BtoBプラットフォーム 商談」の買い手企業数は7,806社（同191社増）、売り手企業数は

1,484社（同56社増）となりました（注２）。

当連結会計年度の「BtoB-PF ES事業」の売上高は3,278百万円と前年度比442百万円(15.6％)の増加、営業損失は

「BtoBプラットフォーム 請求書」の事業拡大に必要な営業部門の人員補強による人件費及びマーケティング施策の
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積極的な実施による販売促進費が増加し、1,664百万円（前年度は営業損失1,137百万円）となりました。

（注２）セグメント別の企業数は、システムを利用する企業数の全体数を表示しております。

② 次期の見通し

当社グループは、「BtoBプラットフォーム」で、取引関係のある企業と企業を、社内を、ビジネスパーソンをつ

ないで結び、会社経営、ビジネススタイルを大きく変えるシステムを提供いたします。そして、企業や人が中心と

なり自然に業界の垣根を越え、国の垣根を越え、世界に広がるシステム、事業を構築し、グローバルなBtoBプラッ

トフォーム企業を目指してまいります。

また、中期経営方針である「成長に向けた積極投資」、「収益源多角化の加速」に取り組み、長期的視野に基づ

いた中期業績目標として、2026年12月期に売上高200億円突破、営業利益50億円を目指してまいります。

「成長に向けた積極投資」につきましては、他社との協業や事業買収を推進し、「BtoB-PF FOOD事業」及び

「BtoB-PF ES事業」においてBtoBプラットフォームの価値増大とその盤石化に向け取り組んでまいります。「BtoB-

PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」は、インボイス制度（2023年10月開始）の導入を背景とした企業

のデジタル化推進のニーズを捉え、利用企業数拡大に向けた販売促進費・システム開発費・人件費の積極的な投資

により、競合に対して優位なポジションを獲得してまいります。

「収益源多角化の加速」につきましては、これまでの「収益源の多角化への仕掛け」として実施した既存及び新

規の取組みを加速させ、圧倒的な法人会員基盤を基にした新たなビジネスモデルを協業企業とともに創造し、様々

な分野・サービスでデファクトスタンダード化を目指してまいります。

次連結会計年度（2023年１月１日～12月31日）におきましては、積極姿勢を維持し、中期的売上成長の加速策を

優先いたします。

　「BtoB-PF FOOD事業」では、復調傾向のフード業界全体のデジタル化を積極的に推進してまいります。「BtoBプ

ラットフォーム 受発注」は、フード業界の幅広い業態において買い手企業の新規獲得の推進及び受発注ライト、

TANOMUを活用した、外食個店と食品卸企業間のデジタル化を推進してまいります。また、新プロダクトのV-

Manage（飲食店舗オペレーション管理アプリ）やAIOCR（FAX受注電子化サービス）の拡販に取り組みます。

　「BtoB-PF ES事業」では、インボイス制度の開始と電子帳簿保存法の改正に伴う顧客ニーズの大きな高まりを捉

えてまいります。「BtoBプラットフォーム 請求書」は、全業界においてData to Dataの優位性を活かし、新規獲得

と稼働の推進を加速させ、高成長を継続してまいります。また、 新プロダクトのTRADE（見積から発注・請求まで

をクラウド管理するDXプラットフォーム）の建設業界等を中心とした推進に取り組みます。

　上記の実現のために、企業のデジタル化を推進する新機能開発の強化、セキュリティの強化を目的としたソフト

ウエア開発及びBtoBプラットフォーム各サービスの認知向上に向けた積極的なプロモーション活動に対し、将来に

向けた積極投資を継続してまいります。

次連結会計年度の第２四半期連結累計期間及び通期の見通しにつきましては、次のとおりであります。

(ⅰ) 第２四半期連結累計期間の見通し

第２四半期連結累計期間につきましては、「BtoB-PF FOOD事業」は、コロナ禍を契機としたフード業界における

デジタル化による経営の高度化へのニーズの高まりから、「BtoBプラットフォーム 受発注」の利用企業数が増加

し、システム使用料が増加する見通しです。また、フード業界の復調及び利用企業数の増加に伴い「BtoBプラット

フォーム 受発注」の売り手企業の従量制売上高(食材取引高に応じて課金)が増加する見通しです。

「BtoB-PF ES事業」の「BtoBプラットフォーム 請求書」は、インボイス制度の開始及び電子帳簿保存法の改正を

背景としたデジタル化のニーズを捉え、新規有料契約企業数の増加や既存有料契約企業における請求書の電子化が

進み、引き続き高い成長を維持する見通しです。

以上から、売上高は5,964百万円（前年同期比12.9％増）となる見通しです。

利益面につきましては、売上原価における企業のデジタル化を推進する新機能の開発強化、セキュリティ強化を

行うことによるソフトウエア償却費の増加、販売費及び一般管理費における事業拡大に必要な営業及び営業サポー

ト部門の補強による人件費の増加、また、BtoBプラットフォーム各サービスの認知向上に向けた積極的なプロモー

ション活動を展開することによる販売促進費の増加により、営業利益は39百万円（同91.2％減）、経常利益は5百万

円（同98.8％減）、第２四半期累計期間にかかる親会社株主に帰属する四半期純利益は12百万円（同95.3％減）と

なる見通しです。

(ⅱ) 通期の見通し

通期につきましては、上記と同様の要因から、売上高は12,932百万円（前連結会計年度比17.5％増）、営業利益

は300百万円（同43.0％減）、経常利益は216百万円（同53.4％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は、146百万

円（同48.9％減）となる見通しです。
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(2) 財政状態に関する分析

① 資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末（2022年12月末）の資産合計は、13,703百万円（前連結会計年度末比40百万円減）となりまし

た。

流動資産は、8,600百万円（前連結会計年度末比543百万円減）となりました。主な減少要因は有価証券が504百万

円減少したことなどによるものであります。

固定資産は、5,103百万円（前連結会計年度末比503百万円増）となりました。主な増加要因はソフトウエアが282

百万円、投資有価証券が197百万円増加したことなどによるものであります。

当連結会計年度末（2022年12月末）の負債合計は、2,281百万円（前連結会計年度末比36百万円減）となりまし

た。

流動負債は、2,237百万円（前連結会計年度末比38百万円減）となりました。主な増加要因は未払金が214百万円

増加したことなどによるものであり、主な減少要因は未払法人税等が241百万円減少したことなどによるものであり

ます。

固定負債は、43百万円（前連結会計年度末比1百万円増）となりました。主な増加要因は資産除去債務が1百万円

増加したことによるものであります。

純資産は、11,422百万円（前連結会計年度末比3百万円減）となりました。主な増加要因は資本剰余金が27百万円

増加したことなどによるものであり、主な減少要因は繰越利益剰余金が15百万円、為替換算調整勘定が10百万円減

少したことなどによるものであります。

② キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」）の残高は、前連結会計年度末に比べ297百万円

減少し、6,113百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動による資金の増加は、987百万円（前連結会計年度は1,678百万円の収入）となりました。主な収入は、

税金等調整前当期純利益397百万円、減価償却費986百万円等であり、主な支出は、法人税等の支払額432百万円等で

あります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動による資金の減少は、984百万円（前連結会計年度は1,804百万円の支出）となりました。主な支出は、

「BtoBプラットフォーム」等システム開発に伴う無形固定資産の取得による支出1,312百万円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動による資金の減少は、301百万円（前連結会計年度は532百万円の支出）となりました。主な支出は、配

当金の支払額301百万円であります。

(3) 利益配分に関する基本方針及び当連結会計年度・次期の配当

当社グループは、株主の皆様への利益還元を重要な経営課題と認識し、経営成績の向上及び財務体質の強化を図り

つつ、個別業績に応じた成果の配分（基本配当性向50%）を継続的に実施させていただくことを基本方針としており

ます。

当連結会計年度の配当につきましては、１株当たりの年間配当金は、０円72銭（第２四半期末実績：０円36銭、期

末予想：０円36銭）となる予定です。

また、次連結会計年度（2023年12月期）の配当予想につきましては、１株当たりの年間配当金は、０円46銭（第２

四半期末：０円23銭、期末：０円23銭）としております。

今後につきましても、利益配当による株主に対する利益還元を重視してまいります。
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(4) 事業等のリスク

以下において、当社グループの事業の状況及び経理の状況等に関する事項のうち、リスク要因となる可能性がある

と考えられる主な事項及びその他投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項を記載しております。当社グ

ループは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対応に努める方針でありま

すが、当社グループの株式に関する投資判断は、本項及び本書中の本項以外の記載内容も併せて、慎重に検討した上

で行われる必要があると考えております。

なお、以下の記載のうち将来に関する事項は、別段の記載がない限り、本書提出日現在において当社グループが判

断したものであり、不確実性を内在しているため、実際の結果と異なる可能性があります。

① 当社グループの事業について

(ⅰ) 当社グループ事業拡大の前提条件について

当社グループは、インターネットを活用したBtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営を主たる事業と

し、「BtoBプラットフォーム 受発注」、「BtoBプラットフォーム 規格書」、「BtoBプラットフォーム 商談」、

「BtoBプラットフォーム 請求書」等を提供することで、全国の利用企業から月々のBtoBプラットフォーム使用料

をいただき、主な収益源としております。

当社グループの事業拡大のためには、利用企業の利便性追求を通じて顧客満足度を向上させ、継続的な利用を維

持するとともに、新規企業の獲得による利用企業全体の規模の拡大が必要になります。また、顧客ニーズを重視し

た提供システムの充実を通じて利用企業の活用するサービス数の増加が必要となります。従いまして、利用企業数

の増加、月額顧客単価の増加が当社グループの事業拡大のための前提条件になります。そのため、新規利用企業の

獲得、既存利用企業の継続利用、利用企業が当社グループの提供する追加システムを採用することが順調に行われ

ない場合は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(ⅱ) BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営について

当社グループは、BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの運営において原則として企業間取引の専門のイ

ンフラ及びビジネスツールを提供する立場であり、売買の当事者とはなりません。

しかしながら、BtoBプラットフォームの利用に関し、利用企業間でトラブルが発生した場合、「利用規約」等に

おいて当社グループのリスクを限定する規定を設けているものの、当社グループが法的責任を問われる可能性があ

ります。また、当社グループが法的責任を負わない場合においても、ブランドイメージの悪化等により当社グルー

プの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(ⅲ) 利用企業に対する申し込み時の企業審査及び利用開始後の管理について

当社グループは、BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの利用企業について、原則として事業者(法人事

業者を主な対象としておりますが、個人事業者も含みます)に限定しており、さらに、利用申込時において一定の

企業審査を行うなど、利用開始前の管理を実施しております。

また、利用開始後も当社グループの営業部門において、売り手企業、買い手企業別のコンサルタントが利用企業

に対して利用サポートを行う体制を採っており、コンサルティング活動を通じて利用企業の商品内容、商品調達内

容及びBtoBプラットフォーム利用状況を確認するとともに、「利用規約」等の遵守状況を管理しております。

しかしながら、利用企業の利用開始前における企業審査や利用開始後の管理にもかかわらず、利用企業間でトラ

ブルが発生した場合には、「利用規約」等に関わらず当社グループが法的責任を問われる可能性があります。ま

た、当社グループが法的責任を負わない場合においても、ブランドイメージの悪化等により当社グループの経営成

績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(ⅳ) 決済及び回収について

当社グループの「BtoB-PF ES事業」における「決済代行サービス」等の提供は、それぞれ特定の金融機関との業

務提携により実施しております。また、当社グループの事業収益の基盤である各BtoBプラットフォーム使用料の多

くは、特定の集金代行会社を利用し回収を行っております。従いまして、これらの金融機関や集金代行会社との契

約が何らかの理由で終了し、もしくは当社グループに不利な内容に変更された場合、又はこれらの金融機関や集金

代行会社につき倒産その他の予期せぬ事態が生じた場合、利用企業への上記サービスの提供やBtoBプラットフォー

ム使用料の回収等に支障をきたし、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(ⅴ) 通信及びシステム障害について

当社グループの事業は、外部に管理を委託するサーバーと、これを利用企業の使用するパソコン、携帯電話及び

スマートフォン等を結ぶ通信ネットワーク双方に全面的に依存しており、自然災害や事故等によって通信ネットワ

ークが切断された場合や、その他予測不可能な様々な要因によってシステムがダウンした場合、当社グループの経

営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。また、当社グループのシステムは、セキュリティ対策によ

り外部からの不正なアクセスを回避するよう努めておりますが、コンピュータウィルスやハッカーの侵入等により

システム障害が生じた場合、さらに、サーバー等の管理を委託しているデータセンター等運営会社のサービス低

下、アクセスの集中によるサーバーのダウン、自然災害の発生によるサーバーのダウン等によりインターネットへ

の接続及びシステムの稼動がスムーズに行えない状態になった場合においても当社グループの経営成績及び財政状

態に影響を及ぼす可能性があります。
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(ⅵ) 取引先情報の管理体制について

当社グループは、サービスの提供にあたり利用企業から各種情報を取得し、利用しております。その中には個人

情報も含まれるため、当社グループには「個人情報の保護に関する法律」(注)が定める個人情報取扱事業者として

の義務が課されております。個人情報については、情報管理規程及び各種手順書を制定し、個人情報の取り扱いに

関する業務フローの確立やアクセス制御等により管理しております。また、派遣社員等を含む全社員を対象とした

社内教育に重点を置いており、当社グループの情報管理について教育しております。業務を外部委託する場合にお

いては、外部委託事業者との間で秘密保持契約を締結し、委託業務内容に応じた個人情報の管理を遵守するよう監

督に努めております。さらに当社グループが運営するBtoBプラットフォームに関しても、情報セキュリティ技術に

より対策を強化しております。

なお、当社グループは、「ISMS」を運用し「JIS Q 27001:2014(ISO/IEC27001:2013)」認証を取得しておりま

す。

しかしながら、これらの情報が外部に流出する可能性や悪用される可能性が皆無とは言えず、個人情報その他の

情報の流出等の重大なトラブルが発生した場合、当社グループへの損害賠償請求や当社グループに対する信用の低

下等により、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(注)　「個人情報の保護に関する法律」においては、「個人情報取扱事業者」は、保有する個人情報を本人の同意

を得ずに利用目的の達成に必要な範囲を超えて利用してはならないこと、第三者に提供してはならないことな

どの義務が課され、個人データの安全管理のために必要かつ適切な措置を講じ、また従業者及び委託先に対す

る必要かつ適切な監督を行うことが義務づけられております。個人情報の取り扱いについては、主務大臣が報

告の徴求、助言、勧告、命令及び緊急命令といった手段によって関与し、特に個人情報取扱事業者に命令違

反、報告拒否、虚偽報告などがあった場合には罰則が課せられることがあります。

(ⅶ) 法的規制について

ア．インターネットをめぐる法的規制の適用の可能性について

当社グループが事業を展開する国内のインターネット上の情報流通に関しては、その普及及び拡大を背景とし

て現在も様々な議論がなされ、電子契約法等の法的規制が整備されつつあります。今後において、情報を提供す

る場の運営者に対しての新たな法律の制定やあるいは何らかの自主的なルールの制定が行われること等により、

当社グループの事業が新たな制約を受ける可能性があります。また、当社グループの運営する各BtoB（企業間電

子商取引）プラットフォームは、電気通信事業法に定義される「電気通信事業」に該当し、今後、同法の規制が

強化された場合、当社グループの事業に制約が加わる可能性もあります。さらに、インターネットビジネス自体

の歴史が浅いため、今後新たに発生し、又は今まで顕在化しなかったビジネスリスクによって、現在想定されな

い訴訟等が提起される可能性もあります。かかる場合、その訴訟等の内容によっては、当社グループの経営成績

及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

イ．食品・食材に関する法的規制について

当社グループの「BtoB-PF ES事業」では、売り手企業と買い手企業がそれぞれの食品食材の商品・調達情報を

交換し、商取引を行う場であるインターネット上の「BtoBプラットフォーム 商談」の運営をしております。従

いまして、本事業で取り扱う食品食材の販売及び情報の表現については、主に生鮮食品、加工食品への表示義

務、輸入品の原産国名表示等を規定する農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律(ＪＡＳ法)及び栄

養表示基準の明示、誇大表現の禁止を規定する健康増進法等による規制を受けておりますので、当社グループで

は、担当部署及び担当コンサルタントにより「BtoBプラットフォーム 商談」の利用企業の商品カタログ等にお

ける商品の情報に法的規制に抵触する内容がないかどうかを業務マニュアルに基づき随時チェックすることで関

連法規・法令等の遵守に努めております。

しかしながら、将来的に法的規制が強化された場合、新たな対策が必要となり、「BtoBプラットフォーム 商

談」上での食品・食材の情報の掲示に関して支障をきたす可能性があり、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

(ⅷ) 知的財産権について

当社グループは、運営するシステム及びサービスの主な名称について商標登録しております。また、自社開発の

システムや当社グループのビジネスモデルに関しても、特許権や実用新案権等の対象となる可能性のあるものにつ

いては、その取得の必要性を検討し、５件の特許を取得しております。競合他社が特許等を取得した場合、その内

容によっては競争の激化又は当社グループへの訴訟が発生し、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

また、当社グループは、商標権等の知的財産権及び当社グループに付与されたライセンスの保護を図っておりま

すが、当社グループの知的財産権等が第三者から侵害された場合、並びに知的財産権等の保護のために多額の費用

負担が発生する場合、当社グループの事業及び業績に悪影響を及ぼす可能性があります。さらに、当社グループが

使用する技術・コンテンツ等について、知的財産権等の侵害を主張され、当該主張に対する対応や紛争解決のため

の費用、又は損害が発生する可能性があり、また、将来当社グループによる特定のコンテンツもしくはサービスの

提供、又は特定の技術の利用に制限が課せられ、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。
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(ⅸ) その他

当社グループは、海外企業との提携によって海外でのBtoB（企業間電子商取引）プラットフォームの利用拡大を

目指し、海外展開する目的で、2009年５月に三井ベンチャーズ・グローバル・ファンド投資事業組合（現三井物産

グローバル投資株式会社）との共同出資により「株式会社インフォマートインターナショナル （Infomart 

International Ltd.）」を香港に設立（2016年10月で合弁事業契約を解消し、当社100％子会社となっておりま

す。）し、また、その100％子会社として2009年８月に「インフォマート北京コンサルティング有限公司

（Infomart (Beijing) Consulting Limited Company）」を中国に設立し海外事業を推進しておりました。しかし

ながら、事業環境が厳しいものとなっていたことから現行の海外事業の整理撤退を進め、当連結会計年度において

インフォマート北京コンサルティング有限公司の清算が決了しております。また、当連結会計年度より、株式会社

インフォマートインターナショナルは法人の清算業務に着手しております。海外特有の商慣習や規制に対応できな

い等により事業の清算が困難になった場合には、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

また、外食産業における店舗運営の生産性向上を目指し、店舗運営プラットフォームアプリの共同開発を進める

目的で、2021年10月に株式会社串カツ田中ホールディングスとの共同出資により「株式会社Restartz（リスター

ツ）」を設立いたしました。市場や事業環境の急激な変化により、事業の推進が困難になった場合には、投資を回

収できず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

② 業績の推移について

当社グループは、2003年12月期に、売上高の増加に伴い利益面の黒字転換をいたし、以後20ヵ年にわたり黒字決

算を継続しております。しかしながら、利用企業の状況の変化等により、システム使用料を売上高として積み上げ

る当社グループの収益モデルに変更を行わざるをえない状況が生じた場合、当社グループの経営成績及び財政状態

に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループは、利用企業の利便性向上や新規サービスを提供するために、継続的にソフトウエア開発を

行っております。ソフトウエア開発が計画どおり行われた場合でも、既存事業の拡大や新規事業の開発のための投

資に見合った収益を得られない可能性があり、投資を回収できず、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を

及ぼす可能性があります。

③ 外部環境について

(ⅰ) 企業間電子商取引（BtoB）市場の拡大可能性について

当社グループは、企業間電子商取引（BtoB）市場を主な事業領域としており、同市場が引き続き拡大することが

成長のための基本的な背景と考えております。日本における同市場の規模は、2021年のBtoB（企業間電子商取

引）-EC市場規模は、前年比11.3％増の372.7兆円、小売・その他サービス業を除いた商取引に対する電子商取引の

割合であるEC化率は前年比2.1ポイント増の35.6％となりました（経済産業省「令和３年度電子商取引に関する市

場調査報告書」）。

しかしながら、企業間電子商取引（BtoB）市場を巡る新たな規制の導入や何らかの予期せぬ要因により、当社グ

ループの期待どおりに同市場の拡大又は、企業間電子商取引（BtoB）の普及が進まない場合には、当社グループの

経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、企業間電子商取引市場の拡大が進んだ場合であっても、当社グループが同様なペースで順調に成長しない

可能性もあります。

(ⅱ) 競合について

当社グループは、BtoB（企業間電子商取引）プラットフォームにおいて、「BtoB-PF FOOD事業」、「BtoB-PF ES

事業」、その他の総合的なサービスの提供とシステム連動により利用企業が効率的かつ効果的に活用できるBtoBプ

ラットフォームを構築しております。また、1998年６月に「ＡＳＰ商談事業（現BtoB-PF ES事業）」における「食

品食材市場（現BtoBプラットフォーム 商談）」の運営を開始して以来、経営資源を利用企業全体でコストシェア

することが可能な標準システムにより安価な価格帯を実現した価格優位性により競争力の強化及び競合他社との差

別化に努めております。

しかしながら、当社グループと同様にインターネットを活用しシステムを提供している競合企業が存在してお

り、これらの企業及び新規参入企業との競合が激化した場合、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

④ 新型コロナウイルス感染症ついて

当社グループでは、基本原則として従業員とその家族、取引先企業等、当社のステークホルダーの安全確保を第

一に事業活動に取り組んでおります。具体的には、テレワーク化進展による在宅勤務体制の整備に加え、出社時の

時差出勤やテレビ会議システムの導入による対面機会を極力減らすことで感染予防に努めております。

新型コロナウイルス感染症については、感染症法上の位置づけの見直しが検討されるなど、終息に向かっていく

ものと想定しておりますが、感染再拡大により影響が長期化した場合には、緊急事態宣言の発出に伴う活動自粛要

請など、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。
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(ⅰ) BtoB-PF FOOD事業

「BtoBプラットフォーム受発注」は、主な利用企業である飲食店等が休業・営業時間短縮要請を受け、食材等の

流通金額が減少することにより、取引先である食品卸等の売り手企業のうち、従量制（食材取引高に応じて課金）

の料金体系を選択した企業のシステム使用料が一時的に減少する可能性が想定されます。

他方で、新型コロナウイルス感染症の拡大は、それまで潜在化していたシステム化による店舗運営の効率化ニー

ズを顕在化させ、「BtoBプラットフォーム 受発注」及び「BtoBプラットフォーム 規格書」の営業機会が拡大する

可能性が想定されます。

(ⅱ) BtoB-PF ES事業

新型コロナウイルス感染症の拡大はデジタルトランスフォーメーション推進を加速させ、テレワーク導入・実施

を推進する企業への「BtoBプラットフォーム 請求書」及び「BtoBプラットフォーム 契約書」の営業機会拡大に影

響する可能性が想定されます。

⑤ TCFD提言に沿った情報開示

当社グループは、「世の中の役に立ち、世の中に必要とされ、世の中に喜んでいただける事業を通じ、お客様とと

もに会社も個人も成長し続け、社会に貢献していきます。」という理念の下、事業活動を通じて社会・環境の持続的

な発展に貢献し、企業価値を中長期的に向上させることを目指しております。気候変動は世界の持続的発展の脅威で

あるとの認識に立ち、当社グループはTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言に沿った情報開示など気

候変動対策に積極的に取り組んでまいります。

当社グループの事業の中核をなすBtoBプラットフォームが、企業間取引をデジタル化し、利用者における業務効率

化と経営高度化を可能にする重要なデジタル基盤として、持続性と安定性をもったサービス提供を継続することが社

会的な使命であるとの自覚にたち、気候変動による経済・社会的影響をより正確に把握し、強靭な体制のもとで適切

な目標を設定し、必要な対策を講じてまいります。

(ⅰ) ガバナンス

ア．気候関連のリスク及び機会についての取締役会による監視体制

当社グループでは、事業の持続性を強化・推進するため、2021年、「サステナビリティ推進規程」を定めると

ともにサステナビリティ委員会を設置し、サステナビリティ推進体制を整備しました。サステナビリティ委員会

は、当社代表取締役社長が委員長となり、サステナビリティに関する基本方針の策定、推進体制の整備、事業戦

略上の重要課題、具体的な目標と指標、活動計画の策定及び進捗状況のモニタリング等を行っております。気候

関連のリスクと機会もサステナビリティに関する重要課題の一つであり、同委員会において、方針や具体策を協

議・決定しています。取締役会や経営会議は、サステナビリティ委員会から適時報告を受け、その活動を監視・

管理しております。

また、当社グループでは、組織におけるリスクを適切に管理するため、リスク管理委員会を設置しておりま

す。リスク管理委員会では、気候関連を含め、リスクの発生を防止するための体制整備、業務の遂行を阻害し損

失・不利益等を及ぼす事態が生じる要因の識別・評価、進捗状況のモニタリング等を行っております。このリス

ク管理委員会の活動は、取締役会によって管理・監督され、当社グループの全体戦略に適切に反映されておりま

す。

イ．気候関連のリスク及び機会を評価・管理する上での経営者の役割

当社グループでは、取締役会及び経営会議がサステナビリティ委員会及びリスク管理委員会を監視し、気候関

連のリスク及び機会を全体的に管理しております。当社代表取締役社長は、サステナビリティ委員会の委員長と

して、気候関連のリスク及び機会を評価し、具体的な対応策の協議・決定に主導的役割を果たしております。ま

た、気候関連のリスクに関しても、当社代表取締役社長がリスク管理委員会の委員長として方針策定を主導し、

リスク発生時には対策本部を設置して陣頭指揮を執っております。

(ⅱ) 戦略

国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change）の報告書、国際エ

ネルギー機関（IEA: International Energy Agency）の世界エネルギー展望（World Energy Outlook）、その他関

連情報を参照し、気候関連のリスク及び機会がもたらす組織のビジネス・戦略・財務計画への影響を２℃以下シナ

リオ及び４℃シナリオの下で把握しております。

気候関連のリスク及び機会に認識において、リスクは移行リスクと物理的リスクに大別し、さらに政策・法規制

リスク、技術リスク、市場リスク等に細分化し、また、機会は、資源の効率性、エネルギー源、製品・サービスの

開発などに分類しております。これらの分類ごとに、当社グループの調達と売上に対する影響を、短期（１年）、

中期（３年）、長期（10年）で予測し、分析を行いました。その結果認識したリスクは以下のとおりです。

ア．短期・中期・長期の気候変動のリスク及び機会と組織のビジネス・戦略・財務計画に及ぼす影響

２℃以下シナリオでは、法整備、規制の強化などが行われ、同時に、新技術の開発や新たな市場の創出がなさ

れると想定されます。当社グループの主要ビジネス領域であるデジタル分野においても、こうした変化が生じて

おります。当社グループの調達に関しては、システム開発に必要なIT機器やサービス分野において、電力使用に
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対する規制の強化、サーバー冷却に伴う技術変化によるコスト増をリスクとして認識しております。また、売上

に関しては、気候変動による原材料価格の高騰や資源価格の高騰の影響が顕著となっており、短期的リスクが高

いと考えております。これらのリスクに対しては、次の組織戦略のレジリエンスのとおり、新たな技術や設備の

導入、全ての業界における顧客開拓など適切な対策を講じてまいります。同時に、これらのリスクは機会と表裏

一体であり、すでに気候変動に適応した新たな技術やエネルギーを導入している調達先や顧客もあることから、

この点ではコスト減や売上増といった機会が向上し、財務への好影響も生じると認識しております。他方、４℃

シナリオでは、自然災害や気温上昇による影響が中長期にわたり、調達においても販売においても中長期的な財

務リスクが生じると認識しております。

シナリオ別分析結果の概要

イ．組織の戦略のレジリエンス

これらの気候変動に伴う様々なリスクと機会に対し、当社グループでは、気候関連のリスクを低減し、機会を

最大化する観点から、組織戦略を柔軟に見直し対応する体制とプロセスを整えております。先述のとおり、当社

のサステナビリティ委員会では、リスク管理委員会と連携し、気候関連のリスクと機会を識別し、財務への影響

度を評価したうえで、組織目標や具体策を盛り込んだ活動計画を協議・決定しております。特に、上記のリスク

と機会の中でも、気候変動に伴う規制、新たな技術や製品、市場ニーズなどは変化が激しく、当社グループへの

財務的インパクトも大きいことから、当社グループでは組織戦略において、これら新技術や主要機材の導入、社

内リソースの配分見直しを行い、レジリエンスの確保に努めております。

(ⅲ) リスク管理

ア．気候関連リスクを識別・評価・管理するプロセス

気候関連のリスク及び機会は、サステナビリティ委員会において、識別・評価されております。まず、サステ

ナビリティ委員会事務局が各部門から情報収集を行い、気候関連のリスク及び機会の現状把握に努めておりま

す。サステナビリティ委員会では、同事務局がとりまとめた内容を踏まえ、２℃以下シナリオや４℃シナリオに

おけるリスクと機会を識別します。また、当該リスクと機会の評価にあたっては、まず、識別したリスクと機会

が当社の調達及び販売に与える財務的影響を分析し、その影響度を評価します。次に、この評価結果に基づき、

リスクを低減し機会を最大化するための目標や具体策を盛り込んだ活動計画を協議・決定します。サステナビリ

ティ委員会の決定は、取締役会に報告されるとともに、当社内各部に指示伝達され、実行されております。

イ．組織の総合的リスク管理における気候関連リスクの統合

気候関連のリスクについては、組織における他のリスクとともにリスク管理制度の下で管理、統合されます。
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（単位：t-CO2）

2020年12月期 2021年12月期

Scope１ 4.691 8.931

Scope２ 98.760 78.509

Scope１+２ 103.451 87.440

リスク管理制度では、社内全体で組織リスクの発見・予見に努め、リスク管理担当者（各部門内の部長その他の

者）を通じてリスク管理責任者（各部門の長）に報告し、同責任者がリスク管理委員会に報告します。リスク管

理委員会はリスク管理の重要事項を協議・決定し、必要に応じて対策本部を設置します。同対策本部は対応策を

検討し、各部門のリスク管理責任者及びリスク管理担当者を通じ、現場に対応策を指示します。この過程におい

て、リスク管理委員会からサステナビリティ委員会に情報を共有し、同委員会と連携することにより、当該リス

ク管理が当社グループ全体の管理プロセスに組み込まれております。

(ⅳ) 指標と目標

ア．気候関連のリスク及び機会を評価する際に用いる指標

当社グループでは、先述の「シナリオ別分析結果の概要」に示したとおり、リスク及び機会毎に指標を設定

し、その影響度を分析・評価しております。例えば、政策・法規制リスクでは、日本政府による税制の変更や新

たな規制の導入が当社の調達金額や売上高に与える影響度合いを指標として設定しております。また、気候変動

に伴う技術や製品については、リスクと機会の両面があると捉えており、当社の製品・サービスに関連性の強い

技術や製品を特定し、それらの動向が当社の財務に与える影響度を指標として設定しております。

温室効果ガス排出量（以下、GHG排出量）は気候関連のリスク及び機会による財務的影響を測定するうえで重

要な指標です。また、その排出量を炭素価格（カーボンプライシング）貨幣価値に換算し、当社グループの財務

に対する影響を分析・把握するよう努めております。炭素価格については、企業によって様々な価格帯があると

承知していますが、日本国内における税や取引制度がまだ導入されていないことから、当社ではJクレジットに

おける入札・販売価格や欧州連合域内排出量取引制度（European Union Emissions Trading System）における

炭素取引価格を参照してインターナルカーボンプライシング（ICP）を実施し、CO2排出が財務に与える影響を分

析しております。

イ．気候関連のリスク及び機会を評価する際に用いる指標

いわゆるScope別のGHG排出量については、GHGプロトコルの方法論を参照し、その量を算定しております。当

社のScope別GHG排出量実績は以下のとおりです。なお、Scope３におけるGHG排出量実績の算定は現在検討を進め

ております。当社グループの事業領域におけるGHG排出量は、他産業と比較するとさほど大きくありませんが、

将来的な税制導入や規制強化に伴うリスクもあると認識しており、可能な限り削減に努めてまいります。また、

算定にあたっては、公表されている排出原単位のデータベースなどを用いて、客観的な数値の把握に努めており

ます。今後も同様の方法を用いることにより、将来的にはトレンド分析も可能になると考えております。

Scope別GHG排出量実績

ウ．組織が気候関連リスク及び機会を管理するために用いる目標及び実績

このように、当社グループでは、シナリオ分析において明確化した指標やGHG排出量を指標とし、気候関連の

リスクを低減し、機会を最大化することを目標として、気候関連のリスク及び機会の管理に取り組んでおりま

す。また、当社のGHG排出量については、再生可能エネルギーの導入や外注作業の内製化、またScope３に関する

調達先への働きかけなどを通じて排出量の削減を進め、カーボンニュートラルの実現を目指してまいります。そ

の際、排出原単位を用いたGHG算定方法では、事業規模が拡大するとともにGHG排出量が自動的に増加してしまう

ことから、炭素強度の考え方を参考に、売上高に占めるGHG排出量のトレンドから客観的な分析を行うなど、算

定手法の改善にも努めてまいります。また、植林など、当社のサプライチェーン外ではあるものの、地球全体の

GHG排出量削減に貢献するような取組みについても今後検討を進め、気候関連のリスクと機会に対応してまいり

ます。
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２．企業集団の状況

　当社グループ（当社及び当社の関係会社）は2022年12月31日現在、当社（株式会社インフォマート）、連結子会社２

社によって構成されております。

　なお、インフォマート北京コンサルティング有限公司は当連結会計年度中に清算結了したため、連結の範囲から除外

しております。

　当社グループの事業系統図は以下のとおりです。
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３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財務諸

表を作成する方針であります。なお、国際財務報告基準の適用につきましては、国内外の諸情勢を考慮の上、適切に対

応していく方針であります。
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,410,479 6,113,102

売掛金 1,846,049 1,978,133

貯蔵品 2,556 1,842

有価証券 504,261 －

前払費用 345,054 440,508

その他 54,794 87,327

貸倒引当金 △19,535 △20,487

流動資産合計 9,143,659 8,600,427

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 127,894 124,410

工具、器具及び備品（純額） 32,837 23,225

有形固定資産合計 160,732 147,635

無形固定資産

ソフトウエア 2,462,894 2,745,786

ソフトウエア仮勘定 204,719 344,088

その他 14,325 15,498

無形固定資産合計 2,681,939 3,105,374

投資その他の資産

関係会社株式 236,823 175,767

投資有価証券 687,158 884,898

繰延税金資産 558,783 629,060

敷金 271,269 157,099

その他 3,148 3,206

投資その他の資産合計 1,757,182 1,850,033

固定資産合計 4,599,855 5,103,043

資産合計 13,743,514 13,703,470

４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年12月31日)

当連結会計年度
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 99,899 99,237

短期借入金 770,000 770,000

未払金 404,948 619,079

未払法人税等 285,748 44,661

賞与引当金 429,554 357,894

資産除去債務 2,634 －

その他 283,447 347,085

流動負債合計 2,276,234 2,237,958

固定負債

資産除去債務 42,017 43,477

固定負債合計 42,017 43,477

負債合計 2,318,251 2,281,435

純資産の部

株主資本

資本金 3,212,512 3,212,512

資本剰余金 3,043,000 3,070,032

利益剰余金 5,118,128 5,102,701

自己株式 △529 △528

株主資本合計 11,373,112 11,384,718

その他の包括利益累計額

為替換算調整勘定 △36,628 △47,221

その他の包括利益累計額合計 △36,628 △47,221

非支配株主持分 88,780 84,537

純資産合計 11,425,263 11,422,034

負債純資産合計 13,743,514 13,703,470
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日

　至　2022年12月31日)

売上高 9,835,598 11,004,812

売上原価 3,627,912 4,740,431

売上総利益 6,207,685 6,264,381

販売費及び一般管理費 ※１ 5,177,052 ※１ 5,738,216

営業利益 1,030,632 526,165

営業外収益

受取利息 52 38

有価証券利息 3,353 2,132

未払配当金除斥益 74 95

為替差益 4,112 －

助成金収入 8,840 1,032

雑収入 4,546 242

営業外収益合計 20,979 3,541

営業外費用

支払利息 3,861 3,850

為替差損 － 134

支払手数料 1 －

持分法による投資損失 24,590 60,456

その他 1,460 30

営業外費用合計 29,914 64,472

経常利益 1,021,697 465,234

特別利益

固定資産売却益 － 2,727

子会社清算益 － ※２ 30,494

特別利益合計 － 33,221

特別損失

減損損失 ※３ 187,831 ※３ 90,989

子会社清算損 ※４ 25,589 －

投資有価証券評価損 － ※５ 9,999

特別損失合計 213,420 100,989

税金等調整前当期純利益 808,276 397,466

法人税、住民税及び事業税 397,811 165,561

法人税等調整額 △126,816 △50,179

法人税等合計 270,994 115,382

当期純利益 537,281 282,084

非支配株主に帰属する当期純損失（△） △1,219 △4,242

親会社株主に帰属する当期純利益 538,501 286,327

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

- 15 -

株式会社インフォマート(2492) 2022年12月期 決算短信



（単位：千円）

前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日

　至　2022年12月31日)

当期純利益 537,281 282,084

その他の包括利益

為替換算調整勘定 22,088 △9,994

持分法適用会社に対する持分相当額 △1,085 △598

その他の包括利益合計 21,002 △10,592

包括利益 558,284 271,492

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 559,504 275,734

非支配株主に係る包括利益 △1,219 △4,242

（連結包括利益計算書）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,212,512 3,027,248 5,112,203 △529 11,351,435

当期変動額

剰余金の配当 － － △532,576 － △532,576

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 538,501 － 538,501

自己株式の処分 － － － 0 0

自己株式処分差益の振替 － 15,751 － － 15,751

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － 15,751 5,924 0 21,676

当期末残高 3,212,512 3,043,000 5,118,128 △529 11,373,112

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

為替換算調整勘定
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △57,631 △57,631 － 11,293,804

当期変動額

剰余金の配当 － － － △532,576

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － － 538,501

自己株式の処分 － － － 0

自己株式処分差益の振替 － － － 15,751

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

21,002 21,002 88,780 109,782

当期変動額合計 21,002 21,002 88,780 131,459

当期末残高 △36,628 △36,628 88,780 11,425,263

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 3,212,512 3,043,000 5,118,128 △529 11,373,112

当期変動額

剰余金の配当 － － △301,754 － △301,754

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － 286,327 － 286,327

自己株式の処分 － － － 0 0

自己株式処分差益の振替 － 27,032 － － 27,032

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

－ － － － －

当期変動額合計 － 27,032 △15,426 0 11,605

当期末残高 3,212,512 3,070,032 5,102,701 △528 11,384,718

その他の包括利益累計額
非支配株主持分 純資産合計

為替換算調整勘定
その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 △36,628 △36,628 88,780 11,425,263

当期変動額

剰余金の配当 － － － △301,754

親会社株主に帰属する当期
純利益

－ － － 286,327

自己株式の処分 － － － 0

自己株式処分差益の振替 － － － 27,032

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△10,592 △10,592 △4,242 △14,835

当期変動額合計 △10,592 △10,592 △4,242 △3,229

当期末残高 △47,221 △47,221 84,537 11,422,034

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当連結会計年度
(自　2022年１月１日

　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 808,276 397,466

減価償却費 1,044,722 986,788

貸倒引当金の増減額（△は減少） △8,441 951

賞与引当金の増減額（△は減少） 335,569 △118,120

為替差損益（△は益） △14,506 134

受取利息 △52 △38

有価証券利息 △3,353 △2,132

支払利息 3,861 3,850

持分法による投資損益（△は益） 24,590 60,456

固定資産売却益 － △2,727

減損損失 187,831 90,989

投資有価証券評価損益（△は益） － 9,999

売上債権の増減額（△は増加） △189,381 △132,084

仕入債務の増減額（△は減少） 11,774 △662

前払費用の増減額（△は増加） △270,568 △92,597

未払消費税等の増減額（△は減少） △40,208 △9,603

子会社整理損失引当金の増減額（△は減少） △24,757 －

子会社清算損益（△は益） 25,589 △30,494

その他 19,696 253,752

小計 1,910,643 1,415,930

利息の受取額 8,514 8,501

利息の支払額 △3,860 △3,850

法人税等の支払額 △237,266 △432,918

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,678,031 987,663

投資活動によるキャッシュ・フロー

関係会社株式の取得による支出 △12,500 －

連結の範囲の変更を伴う

子会社株式の取得による収入
90,000 －

投資有価証券の取得による支出 △627,649 △207,740

投資有価証券の償還による収入 － 500,000

有形固定資産の売却による収入 － 2,727

有形固定資産の取得による支出 △74,624 △10,453

無形固定資産の取得による支出 △1,181,230 △1,312,754

敷金及び保証金の差入による支出 － △2,000

敷金及び保証金の回収による収入 10,045 116,169

資産除去債務の履行による支出 △8,500 △69,963

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,804,459 △984,015

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △532,845 △301,313

財務活動によるキャッシュ・フロー △532,845 △301,313

現金及び現金同等物に係る換算差額 13,926 289

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △645,347 △297,376

現金及び現金同等物の期首残高 7,055,826 6,410,479

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 6,410,479 ※１ 6,113,102

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

　建物 ３年～50年

　工具、器具及び備品 ２年～15年

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

１．連結の範囲に関する事項
　連結子会社の数2社
　　主要な連結子会社の名称
　　　株式会社インフォマートインターナショナル
　　　株式会社Restartz
　当社の連結子会社であったインフォマート北京コンサルティング有限公司は清算結了したため、連結の範囲
から除外しております。

２．連結子会社の事業年度に関する事項
すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

３．持分法の適用に関する事項
　持分法適用関連会社数1社
　　主要な会社等の名称
　　　Ⅰ＆М株式会社

４．持分法適用の範囲の変更に関する事項
　該当事項はありません。

５．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
　イ．関連会社株式
　　　移動平均法による原価法を採用しております。
　ロ．その他有価証券
　　市場価格のない株式等
　　　移動平均法による原価法を採用しております。
② 棚卸資産
　貯蔵品
　　最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産
　主に定率法を採用しております。（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については定額
法を採用しております。）

　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

② 無形固定資産
　定額法を採用しております。
　なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利用期間（５年以内）による定額法を採用
しております。

(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金
　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可
能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
② 賞与引当金
　従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額のうち期間対応額を計上しております。

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
当社は、確定拠出年金制度を採用しております。

(5) 重要な収益及び費用の計上基準
　当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務を
充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。
　当社は、主にクラウド方式によるシステムの提供を行っております。サービス導入までに係る初期費用は
サービス提供開始時点で、その後の利用料は提供期間にわたって、収益を認識しております。

(6) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理して
おります。なお、在外子会社の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び
費用は期中平均相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めておりま
す。

(7) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価格の変動について僅少なリスク
しか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。
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（会計方針の変更）

①「収益認識に関する会計基準等」の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用しております。収益認識会計基準を適用したため、前連結会計年度の連結貸

借対照表において、「流動負債」の「その他」に含めていた「前受金」は、当連結会計年度より「契約負債」と

して「その他」に含めて表示しております。

②「時価の算定に関する会計基準等」の適用

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな

会計方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、連結計算書類への影響はありません。

また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項の注記を行うこ

とといたしました。

（表示方法の変更）

（連結貸借対照表）

　前連結会計年度において、流動資産の「その他」に含めておりました「前払費用」について、金額的重要性が

増したため、当連結会計年度より独立記載しております。

当連結会計年度

減損損失 90,989

ソフトウエア 2,745,786

ソフトウエア仮勘定 344,088

（会計上の見積り）

（1）ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の減損損失

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　　（単位：千円）

②算出方法

　「BtoBプラットフォーム TRADE」に関するソフトウエアは、当該ソフトウエアの回収可能性を検討した結果、

減損の兆候が認められたため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しており

ます。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用しており、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローを一定の割引率

で割り引いて算出しております。

③主要な仮定

　当該将来キャッシュ・フローを算定する上の主要な仮定は、当社の取締役会で承認された中期経営計画に含ま

れる売上成長率であります。売上成長率は、将来の経営環境における不確実性を考慮したものとしております。

　また、新型コロナウイルス感染症が当社グループの業績に与える影響は軽微であります。

④翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は見積りの不確実性が高く、見積りに用いた仮定

の見直しが必要になった場合は、翌連結会計年度において減損損失を認識する可能性があります。なお、割引前

将来キャッシュ・フローにおける新型コロナウイルス感染症の影響は限定的と判断しております。

（2）繰延税金資産の回収可能性

①当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産　　629,060千円

②算出方法

　繰延税金資産の計上にあたり、事業計画を基礎とした将来の課税所得の十分性、タックスプランニングの存在

の有無及び将来加算一時差異の十分性により回収可能性を検討し、繰延税金資産を計上しております。

③主要な仮定

　将来の課税所得の算出は、事業計画を基礎とし、一時差異に係る税効果については、当該差異の解消時に適用

される法定実効税率に基づいて繰延税金資産を計上しております。将来において解消が不確実であると考えられ

る一時差異については、評価性引当額として繰延税金資産を減額しております。

④翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

　将来の課税所得の見込額の変化や、その他の要因に基づき繰延税金資産の回収可能性の評価が変更された場

合、翌連結会計年度の連結財務諸表に影響を与える可能性があります。
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（会計上の見積りの変更）

重要な会計上の見積りの変更はございません。

なお、資産除去債務の一部について、原状回復費用に関する見積りの変更を行っております。

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

給与手当 1,781,978千円 1,827,274千円
賞与 215,873 229,520
支払手数料 469,729 652,533
賞与引当金繰入額 314,298 255,176
退職給付費用 60,517 64,616
貸倒引当金繰入額 8,862 9,610
販売促進費 662,076 837,852

場所 用途 種類

東京都大田区 事業用資産 建物・工具、器具及び備品

東京都港区 事業用資産 ソフトウエア

場所 用途 種類

東京都港区 事業用資産 ソフトウエア

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※２　子会社清算益

　連結子会社であったインフォマート北京コンサルティング有限公司の清算が結了し、未実現であった為替換算調

整勘定が実現したため、計上したものであります。

※３　減損損失
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
　(1) 減損損失を認識した主な資産

　(2) 減損損失の認識に至った経緯

　BtoB-PF ES事業に関する飲食店舗用設備である建物・工具、器具及び備品の回収可能性を検討した結果、減

損の兆候が認められたため、減損損失を計上いたしました。

　また、BtoB-PF ES事業の「BtoBプラットフォーム受発注for製造業」に関するソフトウエアの回収可能性を

検討した結果、減損の兆候が認められたため、減損損失を計上いたしました。

(3) 減損損失の金額

建　物　　　　　　　　 62,571千円

工具、器具及び備品　　　9,202千円

ソフトウエア　　　　　116,057千円
　計　　　　　　　　　187,831千円

　(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピ

ングを行っております。

　(5) 回収可能価額の算定方法

　当社グループの回収可能価額は使用価値を使用しております。BtoB-PF ES事業の飲食店舗用設備である建

物・工具、器具及び備品と、「BtoBプラットフォーム受発注for製造業」に関するソフトウエアは、回収可能

価額を見込むことができないため、使用価値をゼロとして評価しております。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
　当社グループは、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。
　(1) 減損損失を認識した主な資産

　(2) 減損損失の認識に至った経緯

　BtoB-PF ES事業の「BtoBプラットフォーム TRADE」に関するソフトウエアの回収可能性を検討した結果、減

損の兆候が認められたため、減損損失を計上いたしました。

　(3) 減損損失の金額

ソフトウエア　　　　　90,989千円
　計　　　　　　　　　90,989千円

　(4) 資産のグルーピングの方法

　当社グループは、減損会計の適用にあたり、事業単位を基準とした管理会計上の区分に従って資産グルーピ

ングを行っております。

　(5) 回収可能価額の算定方法

　当社グループの回収可能価額は使用価値を使用しており、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローを一

定の割引率で割り引いて算出しております。
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※４　子会社清算損
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　当社グループの海外子会社であった易通世界（北京）咨詢有限公司の清算が結了し、未実現であった為替換算調

整勘定が実現したため、計上したものであります。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。

※５　投資有価証券評価損
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　当社が保有する投資有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損処理を行ったものでありま

す。

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

為替換算調整勘定：

当期発生額 22,088千円 △9,994千円

組替調整額 － －

　為替換算調整勘定 22,088 △9,994

持分法適用会社に対する持分相当額：

当期発生額 △1,085 △598

組替調整額 － －

　持分法適用会社に対する持分相当額 △1,085 △598

その他の包括利益合計 21,002 △10,592

（連結包括利益計算書関係）

※  その他の包括利益に係る組替調整額

株式の種類
当連結会計年度期首

（株）
増加（株） 減少（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式

普通株式 259,431,200 － － 259,431,200

合計 259,431,200 － － 259,431,200

自己株式

普通株式（注） 30,862,604 － 17,541 30,845,063

合計 30,862,604 － 17,541 30,845,063

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2021年３月25日
定時株主総会

普通株式 425,137 1.86 2020年12月31日 2021年３月26日

2021年７月30日
取締役会

普通株式 107,435 0.47 2021年６月30日 2021年９月６日

（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)　2021年３月25日開催の当社取締役会において決議した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に
　　基づき、同年４月23日に自己株式17,541株の処分を実施しております。

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額
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決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 219,442 0.96 2021年12月31日 2022年３月31日

株式の種類
当連結会計年度期首

（株）
増加（株） 減少（株）

当連結会計年度末
（株）

発行済株式

普通株式 259,431,200 － － 259,431,200

合計 259,431,200 － － 259,431,200

自己株式

普通株式（注） 30,845,063 － 39,464 30,805,599

合計 30,845,063 － － 30,805,599

決議 株式の種類
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2022年３月30日
定時株主総会

普通株式 219,442 0.96 2021年12月31日 2022年３月31日

2022年７月29日
取締役会

普通株式 82,305 0.36 2022年６月30日 2022年９月５日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

（千円）
１株当たり配当額

（円）
基準日 効力発生日

2023年３月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 82,305 0.36 2022年12月31日 2023年３月30日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

(注)　2022年３月30日開催の当社取締役会において決議した譲渡制限付株式報酬としての自己株式の処分に
基づき、2022年４月28日に自己株式39,464株の処分を実施しております。

２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

現金及び預金勘定 6,410,479千円 6,113,102千円

現金及び現金同等物 6,410,479 6,113,102

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項
(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、投資計画に照らして必要な資金（主に銀行借入）を長期的に調達し、また、短期的な運転
資金を銀行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。
投資有価証券は、主に投資先企業の株式であり、発行体の信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されて

おります。
敷金は、主に事務所等の建物の賃借に伴うものであり、貸主の信用リスクに晒されております。
営業債務である買掛金、未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。
借入金は、主にソフトウエア開発に係る資金調達を目的としたものであります。このうち一部は、金利の変

動リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制
当社は、与信管理の方針に従い、営業債権については、本社財務・経理部と各事業部が連携して、営業債権

の回収状況を定期的にモニタリングし、取引先ごとに期日及び残高を管理し、財務状況等の悪化等による回収
懸念の早期把握や軽減を図っております。また、連結子会社についても、当社の債権管理方針に準じ同様の管
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連結貸借対照表
計上額

時価 差額

敷金 271,269 265,854 △5,415

資産計 271,269 265,854 △5,415

連結貸借対照表
計上額

時価 差額

敷金 157,099 145,657 △11,442

資産計 157,099 145,657 △11,442

区分
前連結会計年度

（2021年12月31日）
当連結会計年度

（2022年12月31日）

非上場株式 865,234 1,060,666

新株予約権 58,747 －

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 6,410,479 － －

売掛金 1,826,513 － －

有価証券

　満期保有目的の債券 500,000 － －

敷金 4,637 － 266,631

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 6,113,102 － －

売掛金 1,957,645 － －

敷金 － － 157,099

区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 770,000 － － － － －

理を行っております。有価証券の発行体（取引先企業）の信用リスクに関しては、信用情報や時価の把握を定
期的に行い、信用状況に応じた残高管理をしております。なお、デリバティブ取引については取締役会決議に
従って執行・管理を行うこととしております。

また、敷金については、貸主の信用状況を定期的に把握し、賃貸借期間を適切に設定することによりリスク
低減を図っております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含

まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用するこ
とにより、当該価額が変動することがあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。なお、時価を把握すること

が極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注）２．を参照ください）。

　前連結会計年度（2021年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　当連結会計年度（2022年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項
　現金については、注記を省略しており、預金、売掛金、買掛金、短期借入金、未払金、未払法人税等につ
いては短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから記載を省略しております。
　敷金の時価については、返済予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローを国債の利回りで割り
引いて算定しております。
（注）２．市場価格のない株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

上記については、市場価格のない株式であることから、時価開示の対象としておりません。

（注）３．金銭債権の連結決算日後の償還予定額
　前連結会計年度（2021年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

　当連結会計年度（2022年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）４．短期借入金の連結決算日後の返済予定額

　前連結会計年度（2021年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）
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区分 １年以内
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

短期借入金 770,000 － － － － －

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 265,854 － 265,854

区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

敷金 － 145,657 － 145,657

　当連結会計年度（2022年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

　　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つの

　レベルに分類しております。

　レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価

の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

　レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定

に係るインプットを用いて算定した時価

　レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定された時価

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞ

れ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

(1）時価をもって連結貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

前連結会計年度（2021年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（2022年12月31日）

　該当事項はありません。

(2）時価をもって連結貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

前連結会計年度（2021年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

当連結会計年度（2022年12月31日）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

　敷金の時価については、返済予定時期を合理的に見積り、将来キャッシュ・フローを国債の利回りで

割り引いて算定しており、レベル２の時価に分類しております。

種類
連結貸借対照表　

計上額（千円）
時価（千円） 差額（千円）

時価が連結貸借対照表

計上額を超えるもの
社債 504,261 504,850 589

合計 504,261 504,850 589

（有価証券関係）

１．満期保有目的の債券

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　該当事項はありません。

２．その他有価証券

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

その他有価証券（連結貸借対照表価額687,158千円）については、市場価格がないため記載しておりません。
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当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

その他有価証券（連結貸借対照表価額884,898千円）については、市場価格がないため記載しておりません。

３．減損処理を行った有価証券

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　当連結会計年度において、その他有価証券の株式について9,999千円減損処理を行っております。

（退職給付関係）

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。
２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額等は、80,530千円であります。

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
１．採用している退職給付制度の概要

当社は、従業員の退職給付に充てるため、確定拠出制度を採用しております。
２．確定拠出制度

当社の確定拠出制度への要拠出額等は、87,375千円であります。

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産

未払事業税 20,390千円 9,457千円
前受金益金算入 12,642 22,159
未払事業所税 2,429 2,493

減価償却超過額 283,264 353,722

繰延資産償却超過額 10,522 22,807

減損損失 96,644 66,766
投資有価証券評価損 12,247 15,309
貸倒引当金繰入限度超過額 5,981 6,273
資産除去債務 13,672 13,312
賞与引当金 131,529 109,587
繰越欠損金 80,181 4,620
連結会社間内部利益消去 － 767
その他 5,739 40,974

繰延税金資産小計 675,246 668,250
評価性引当額 △105,295 △28,622

繰延税金資産合計 569,951 639,628
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △11,167 △10,567

繰延税金負債合計 △11,167 △10,567

繰延税金資産の純額 558,783 629,060

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.62％ 30.62％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.08％ 0.59％
住民税均等割 1.32％ 2.66％
評価性引当額の増減 0.41％ △1.87％
賃上げ・生産性向上のための税制による税額控除 －％ △7.50％
持分法による投資損益 0.93％ 4.66％
その他 0.16％ △0.13％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 33.53％ 29.03％

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となっ
た主要な項目別の内訳
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報告セグメント 主なサービス

BtoB-PF FOOD事業
日々の受発注業務を効率化する「BtoBプラットフォーム 受発注」の提供と、
食の安心・安全の仕組みづくりを推進する「BtoBプラットフォーム 規格書」
の提供

BtoB-PF  ES事業
企業間の請求書を電子化し、ペーパーレスを実現する「BtoBプラットフォー
ム 請求書」の提供と、購買・営業ツールとして商談業務を効率化する「BtoB
プラットフォーム 商談」の提供

（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）1．
合計

調整額

(注)２．

連結財務諸表

計上額

（注）３．BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

売上高

外部顧客への売上高 7,000,458 2,835,139 9,835,598 － 9,835,598 － 9,835,598

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － 3,613 3,613 △3,613 －

計 7,000,458 2,835,139 9,835,598 3,613 9,839,211 △3,613 9,835,598

セグメント利益又は

損失（△）
2,163,617 △1,137,622 1,025,994 △6,294 1,019,699 10,932 1,030,632

セグメント資産 4,315,989 2,472,022 6,788,012 177 6,788,189 6,955,324 13,743,514

その他の項目

減価償却費 729,610 330,980 1,060,590 － 1,060,590 － 1,060,590

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
848,096 569,030 1,417,126 － 1,417,126 － 1,417,126

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要
当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
各セグメントに属するサービスの種類は、以下のとおりであります。

２．報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事
項」における記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市
場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報
前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない海外事業でおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額10,932千円は、セグメント間取引消去等であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（単位：千円）

報告セグメント
その他

（注）1．
合計

調整額

(注)２．

連結財務諸表

計上額

（注）３．BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

売上高

外部顧客への売上高 7,726,721 3,278,091 11,004,812 － 11,004,812 － 11,004,812

セグメント間の内部

売上高又は振替高
－ － － － － － －

計 7,726,721 3,278,091 11,004,812 － 11,004,812 － 11,004,812

セグメント利益又は

損失（△）
2,180,048 △1,664,400 515,648 △1,897 513,750 12,414 526,165

セグメント資産 4,469,556 2,505,267 6,974,824 616 6,975,440 6,728,029 13,703,470

その他の項目

減価償却費 633,661 358,319 991,980 － 991,980 － 991,980

有形固定資産及び無

形固定資産の増加額
901,215 592,091 1,493,307 － 1,493,307 － 1,493,307

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

(注) １．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれていない海外事業でおります。
２．セグメント利益又は損失（△）の調整額12,414千円は、セグメント間取引消去等であります。
３．セグメント利益又は損失（△）は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

【関連情報】

前連結会計年度（自  2021年１月１日  至  2021年12月31日）
１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報
(1) 売上高
　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産
　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、
記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%を占める相手先がないため、記載を省略し
ております。

当連結会計年度（自  2022年１月１日  至  2022年12月31日）
１．製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２．地域ごとの情報
(1) 売上高
　本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産
　本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90%を超えるため、
記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報
　外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10%を占める相手先がないため、記載を省略し
ております。
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（単位：千円）

報告セグメント

その他 全社・消去
連結財務諸表

計上額
BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

減損損失 － 187,831 187,831 － － 187,831

（単位：千円）

報告セグメント

その他 全社・消去
連結財務諸表

計上額
BtoB-PF FOOD BtoB-PF ES 計

減損損失 － 90,989 90,989 － － 90,989

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年１月１日  至  2021年12月31日）

当連結会計年度（自  2022年１月１日  至  2022年12月31日）

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年１月１日  至  2021年12月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年１月１日  至  2022年12月31日）

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自  2021年１月１日  至  2021年12月31日）
　該当事項はありません。

当連結会計年度（自  2022年１月１日  至  2022年12月31日）
　該当事項はありません。
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項目
前連結会計年度

（自　2021年１月１日
至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり純資産額 49円59銭 49円59銭

１株当たり当期純利益 ２円36銭 １円25銭

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

純資産の部の合計額（千円） 11,425,263 11,422,034

純資産の部の合計額から控除する金額（千円） 88,780 84,537

普通株式に係る期末の純資産額（千円） 11,336,483 11,337,497

普通株式の発行済株式数（株） 259,431,200 259,431,200

普通株式の自己株式数（株） 30,845,063 30,805,599

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

228,586,137 228,625,601

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり当期純利益

親会社株主に帰属する当期純利益
（千円）

538,501 286,327

　普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当期
純利益(千円)

538,501 286,327

　普通株式の期中平均株式数（株） 228,580,755 228,612,951

（１株当たり情報）

(注) １．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり純資産額の算定上の基礎は以下のとおりであります。

３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年12月31日)

当事業年度
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,207,815 5,977,110

売掛金 1,846,049 1,986,958

貯蔵品 2,556 1,842

前渡金 2,389 1,788

前払費用 344,875 440,367

有価証券 504,261 －

その他 53,285 80,671

貸倒引当金 △19,535 △20,487

流動資産合計 8,941,697 8,468,250

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 127,894 124,410

工具、器具及び備品（純額） 32,837 23,225

有形固定資産合計 160,732 147,635

無形固定資産

ソフトウエア 2,476,832 2,702,684

ソフトウエア仮勘定 204,719 344,088

特許権 1,981 1,475

商標権 11,546 12,565

その他 797 797

無形固定資産合計 2,695,877 3,061,611

投資その他の資産

投資有価証券 687,158 884,898

関係会社株式 372,500 372,500

長期前払費用 128 190

繰延税金資産 644,745 689,538

敷金 271,269 157,099

その他 3,000 3,000

投資その他の資産合計 1,978,801 2,107,227

固定資産合計 4,835,412 5,316,475

資産合計 13,777,109 13,784,725

５．個別財務諸表及び主な注記

（１）貸借対照表
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年12月31日)

当事業年度
(2022年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 99,899 99,237

短期借入金 770,000 770,000

未払金 402,835 617,759

未払費用 143,434 156,031

未払法人税等 285,700 44,371

前受金 44,968 －

契約負債 － 102,682

預り金 48,818 51,618

賞与引当金 429,554 357,894

資産除去債務 2,634 －

その他 45,916 36,753

流動負債合計 2,273,763 2,236,348

固定負債

資産除去債務 42,017 43,477

固定負債合計 42,017 43,477

負債合計 2,315,780 2,279,825

純資産の部

株主資本

資本金 3,212,512 3,212,512

資本剰余金

資本準備金 2,649,287 2,649,287

その他資本剰余金 393,712 420,744

資本剰余金合計 3,043,000 3,070,032

利益剰余金

利益準備金 5,241 5,241

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 5,201,104 5,217,642

利益剰余金合計 5,206,346 5,222,883

自己株式 △529 △528

株主資本合計 11,461,329 11,504,900

純資産合計 11,461,329 11,504,900

負債純資産合計 13,777,109 13,784,725
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(単位：千円)

前事業年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

当事業年度
(自　2022年１月１日

　至　2022年12月31日)

売上高 9,835,598 11,060,228

売上原価 3,637,400 4,797,314

売上総利益 6,198,197 6,262,914

販売費及び一般管理費 ※１ 5,169,540 ※１ 5,725,517

営業利益 1,028,657 537,396

営業外収益

受取利息 36 33

有価証券利息 3,353 2,132

未払配当金除斥益 74 95

助成金収入 8,840 1,032

雑収入 2,674 223

営業外収益合計 14,978 3,516

営業外費用

支払利息 3,861 3,850

貸倒引当金繰入額 ※２ 3,632 －

その他 30 30

営業外費用合計 7,524 3,880

経常利益 1,036,111 537,032

特別利益

固定資産売却益 － 2,727

特別利益合計 － 2,727

特別損失

減損損失 187,831 90,989

関係会社債権放棄損 ※３ 13,600 －

投資有価証券評価損 － ※４ 9,999

特別損失合計 201,431 100,989

税引前当期純利益 834,679 438,770

法人税、住民税及び事業税 397,763 165,271

法人税等調整額 △212,778 △44,792

法人税等合計 184,984 120,479

当期純利益 649,695 318,291

（２）損益計算書
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前事業年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

１　ソフトウエア償却費 823,766 22.6 756,394 15.8

２　ソフトウエア制作費 370,452 10.2 610,094 12.7

３　データセンター費 1,736,850 47.7 2,607,015 54.3

４　支払手数料 193,061 5.3 291,585 6.1

５　決済代行システム使用料 2,898 0.1 3,051 0.1

６　その他 510,371 14.0 529,172 11.0

売上原価 3,637,400 100.0 4,797,314 100.0

売上原価明細書

(注) 製品・仕掛品がないため、原価計算制度は採用しておりません。その他には、保守メンテナンス費用等が含まれて

おります。
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 3,212,512 2,649,287 377,960 3,027,248 5,241 5,083,986 5,089,227

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △532,576 △532,576

当期純利益 － － － － － 649,695 649,695

自己株式の処分 － － － － － － －

自己株式処分差益の振替 － － 15,751 15,751 － － －

当期変動額合計 － － 15,751 15,751 － 117,118 117,118

当期末残高 3,212,512 2,649,287 393,712 3,043,000 5,241 5,201,104 5,206,346

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △529 11,328,459 11,328,459

当期変動額

剰余金の配当 － △532,576 △532,576

当期純利益 － 649,695 649,695

自己株式の処分 0 0 0

自己株式処分差益の振替 － 15,751 15,751

当期変動額合計 0 132,870 132,870

当期末残高 △529 11,461,329 11,461,329

（３）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
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(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 3,212,512 2,649,287 393,712 3,043,000 5,241 5,201,104 5,206,346

当期変動額

剰余金の配当 － － － － － △301,754 △301,754

当期純利益 － － － － － 318,291 318,291

自己株式の処分 － － － － － － －

自己株式処分差益の振替 － － 27,032 27,032 － － －

当期変動額合計 － － 27,032 27,032 － 16,537 16,537

当期末残高 3,212,512 2,649,287 420,744 3,070,032 5,241 5,217,642 5,222,883

株主資本
純資産合計

自己株式 株主資本合計

当期首残高 △529 11,461,329 11,461,329

当期変動額

剰余金の配当 － △301,754 △301,754

当期純利益 － 318,291 318,291

自己株式の処分 0 0 0

自己株式処分差益の振替 － 27,032 27,032

当期変動額合計 0 43,570 43,570

当期末残高 △528 11,504,900 11,504,900

当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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（４）個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　子会社株式及び関連会社株式

　　移動平均法による原価法を採用しております。

　その他有価証券

　　市場価格のない株式等

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

　貯蔵品

最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採

用しております。

２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。（ただし、2016年４月１日以後に取得した建物附属設備については定額法を採用

しております。）

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　３～50年

工具、器具及び備品　　２～15年

(2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、ソフトウエア（自社利用）については社内における見込利用期間（５年以内）による定額法を採用して

おります。

　特許権については主に８年で償却しております。

　商標権については主に10年で償却しております。

３．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権及び貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

４．退職給付に係る会計処理の方法

当社は、確定拠出年金制度を採用しております。

（会計方針の変更）

(収益認識に関する会計基準等の適用)
　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい
う。）等を当事業年度の期首から適用しております。収益認識会計基準を適用したため、前事業年度の貸借対照
表において、「流動負債」に表示していた「前受金」は、当事業年度より「契約負債」として表示しておりま
す。
(時価の算定に関する会計基準等の適用)
　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とう。）
等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準
第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計
方針を、将来にわたって適用することとしております。これによる、計算書類への影響はありません。

当事業年度

減損損失 90,989

ソフトウエア 2,702,684

ソフトウエア仮勘定 344,088

（会計上の見積り）

（1）ソフトウエア及びソフトウエア仮勘定の減損損失

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

　　　（単位：千円）
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②算出方法

　「BtoBプラットフォーム TRADE」に関するソフトウエアは、当該ソフトウエアの回収可能性を検討した結果、

減損の兆候が認められたため、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しており

ます。

　なお、回収可能価額は使用価値を使用しており、営業活動から生じる将来キャッシュ・フローを一定の割引率

で割り引いて算出しております。

③主要な仮定

　当該将来キャッシュ・フローを算定する上の主要な仮定は、当社の取締役会で承認された中期経営計画に含ま

れる売上成長率であります。売上成長率は、将来の経営環境における不確実性を考慮したものとしております。

　また、新型コロナウイルス感染症が当社グループの業績に与える影響は軽微であります。

④翌事業年度の財務諸表に与える影響

　割引前将来キャッシュ・フローの見積りにおける主要な仮定は見積りの不確実性が高く、見積りに用いた仮定

の見直しが必要になった場合は、翌事業年度において減損損失を認識する可能性があります。なお、割引前将来

キャッシュ・フローにおける新型コロナウイルス感染症の影響は限定的と判断しております。

（2）繰延税金資産の回収可能性

①当事業年度の財務諸表に計上した金額

　繰延税金資産　　689,538千円

②算出方法

　繰延税金資産の計上にあたり、事業計画を基礎とした将来の課税所得の十分性、タックスプランニングの存在

の有無及び将来加算一時差異の十分性により回収可能性を検討し、繰延税金資産を計上しております。

③主要な仮定

　将来の課税所得の算出は、事業計画を基礎とし、一時差異に係る税効果については、当該差異の解消時に適用

される法定実効税率に基づいて繰延税金資産を計上しております。将来において解消が不確実であると考えられ

る一時差異については、評価性引当額として繰延税金資産を減額しております。

④翌事業年度の財務諸表に与える影響

　将来の課税所得の見込額の変化や、その他の要因に基づき繰延税金資産の回収可能性の評価が変更された場

合、翌事業年度の財務諸表に影響を与える可能性があります。

（会計上の見積りの変更）

重要な会計上の見積りの変更はございません。

なお、資産除去債務の一部について、原状回復費用に関する見積りの変更を行っております。
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前事業年度
（自　2021年１月１日

　　至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日

　　至　2022年12月31日）

給与手当 1,781,004千円 1,822,474千円
役員報酬 142,794 187,067
賞与 215,873 229,520
賞与引当金繰入額 314,298 255,176
法定福利費 299,751 356,269
旅費交通費 25,544 55,391
支払手数料 465,655 645,381
販売促進費 662,076 837,852
減価償却費 230,579 235,639
貸倒引当金繰入額 8,862 9,610

前事業年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当事業年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

営業取引以外の取引による取引高

貸倒引当金繰入額 3,632千円 －千円

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度82％、当事業年度81％、一般管理費に属する費用のおおよその
割合は前事業年度18％、当事業年度19％であります。

　　　主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※２　関係会社との取引高

※３　関係会社債権放棄損

前事業年度（自 2021年１月１日 至 2021年12月31日）

　当社の海外子会社である易通世界（北京）咨詢有限公司の清算に伴い同社に対する債権を放棄したため、計上し

たものであります。

当事業年度（自 2022年１月１日 至 2022年12月31日）

　該当事項はありません。

※４　投資有価証券評価損
前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
　該当事項はありません。

当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
　当社が保有する投資有価証券のうち実質価額が著しく下落したものについて、減損処理を行ったものでありま
す。

（有価証券関係）

１．子会社株式

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額110,000千円）は、市場価格がないため記載しておりません。

当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

子会社株式（貸借対照表計上額110,000千円）は、市場価格がないため記載しておりません。

２．関連会社株式

前事業年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

関連会社株式（貸借対照表計上額262,500千円）は、市場価格がないため記載しておりません。

当事業年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

関連会社株式（貸借対照表計上額262,500千円）は、市場価格がないため記載しておりません。
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前事業年度
（2021年12月31日）

当事業年度
（2022年12月31日）

繰延税金資産

未払事業税 20,390千円 9,457千円
前受金益金算入 12,642 22,159
未払事業所税 2,429 2,493
減価償却超過額 283,264 353,722
繰延資産償却超過額 10,522 22,807
投資有価証券評価損 12,247 15,309
関係会社株式評価損 5,843 5,843
貸倒引当金繰入限度超過額 86,100 86,392
資産除去債務 13,672 13,312
賞与引当金 131,529 109,587
減損損失 96,644 66,766
その他 5,739 20,877

繰延税金資産小計 681,027 728,728
評価性引当額 △25,113 △28,622

繰延税金資産合計 655,913 700,105
繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △11,167 △10,567

繰延税金負債合計 △11,167 △10,567

繰延税金資産の純額 644,745 689,538

前事業年度
（2021年12月31日）

当事業年度
（2022年12月31日）

法定実効税率 30.62％ 30.62％
（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.07％ 0.54％
住民税均等割 1.28％ 2.34％

評価性引当額の増減 △9.77％ 0.78％

賃上げ・生産性向上のための税制による税額控除 －％ △6.79％
その他 △0.04％ △0.03％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.16％ 27.46％

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因とな
った主要な項目別の内訳

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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セグメントの名称 受注高（千円） 前期比（％） 受注残高（千円） 前期比（％）

BtoB-PF FOOD事業 7,778,930 110.6 541,361 110.7

BtoB-PF ES事業 3,354,271 117.0 392,057 124.1

その他 － － － －

合計 11,133,202 112.4 933,418 115.9

セグメントの名称 販売高（千円） 前期比（％）

BtoB-PF FOOD事業 7,726,721 110.4

BtoB-PF ES事業 3,278,091 115.6

その他 － －

合計 11,004,812 111.9

６．その他
(1)役員の異動

2023年３月29日開催の定時株主総会で次のとおり退任の予定であります。
① 代表者の異動

該当事項はありません。

② その他の役員の異動
・退任予定取締役
　取締役　　長濵　修

(2)生産、受注及び販売の状況
① 生産実績

当社の主な業務は、BtoBプラットフォームの運営、各種サービスの提供であり、生産に該当する事項がありませ
んので、生産実績に関する記載はしておりません。

② 受注状況
当連結会計年度の受注実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。

（注）受注高及び受注残高の内容は、次のとおりとなっております。
　各セグメントの受注高には、当連結会計年度に新規利用及び利用継続により確定したシステム使用料等が
含まれ、受注残高には、翌月以降に売上計上が確定しているシステム使用料及び年間契約に基づく未経過期
間のシステム使用料等が含まれております。

③ 販売実績
当連結会計年度の販売実績をセグメント別に示すと、次のとおりであります。
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